
令 和 ６ 年 度 

生駒市病院事業会計予算に関する説明書 





１ 収益的収入及び支出

(単位：千円)

病 院 事 業
収 益

一 般 会 計 負 担 金 152,197
指定管理者負担金 266,310

(単位：千円)

病 院
事 業 費

給 料 9,399
職 員 手 当 等 6,881
賞 与 引 当 金
繰 入 額
法 定 福 利 費 3,310
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額
報 酬 255
報 償 費 274
旅 費 交 通 費 30
備 消 耗 品 費 839
食 糧 費 11

1,489

279

一般会計負担金等

支 出

款

令和６年度 生駒市病院事業会計予算実施計画

収 入

款 項 目 予 定 額 備 考

１

1

1 85,746そ の他医業収益

医 業 収 益 85,746

599,544

2

1 2 預 金 利 息受 取利息配当金

医 業 外 収 益 513,798

2 2,802 一 般 会 計 補 助 金他 会 計 補 助 金

3 3,118 県 補 助 金補 助 金

4 418,507負 担 金 交 付 金

5 89,369長 期前受金戻入

項 目 予 定 額 備 考

１

1 医 業 費 用

1 21,613給 与 費

538,305

2 114,823経 費

492,508
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(単位：千円)

修 繕 費 22,000
保 険 料 356
賃 借 料 54,781
通 信 運 搬 費 20
交 付 金 5,919
委 託 料 29,708
負 担 金 169
手 数 料 246
退 職 給 与 基 金
積 立 負 担 金
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

支 払 利 息 及 び 企 業 債 利 息 1,338
企 業債取扱諸費 長 期 借 入 金 利 息 409
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

355,435

637

備　　　考款 項

470

3 356,072

目 予 定 額

減 価 償 却 費

2 43,000

医 業 外 費 用 44,7472

1 1,747

3

1 50過年度損益修正損

特 別 損 失 50

4

1 1,000予 備 費

予 備 費 1,000
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２ 資本的収入及び支出

(単位：千円)

資 本 的
収 入

他会計からの
長 期 借 入 金

一 般会計からの
長 期 借 入 金

(単位：千円)

資 本 的
支 出

他 会 計 負 担 金

負担金交付金 159,885

収　　　　入

款 項 目 予 定 額

314,885１

備　　　考

1

1 159,885

備　　　考

2

1 155,000

155,000

一般会計負担金

企 業 債 償 還 金

企業債償還金 657,609

支　　　　出

款 項 目 予 定 額

657,609１

1

1 657,609
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 78,831

減価償却費 356,072

賞与引当金及び法定福利費引当金の増減額（△は減少） 88

長期前受金戻入額 △89,369

受取利息及び配当金 △2

支払利息及び企業債取扱諸費 1,747

未収金の増減額（△は増加） △2,120

未払金の増減額（△は減少） 774

小計 346,021

利息及び配当金の受取額 2

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △1,670

業務活動によるキャッシュ・フロー 344,353

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

補助金、負担金等による収入 152,225

投資活動によるキャッシュ・フロー 152,225

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △657,609

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入 155,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △502,609

資金増減額 △6,031

資金期首残高 64,116

資金期末残高 58,085

令和６年度生駒市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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１　　総　括

特別職 一般職 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( - )

2

( - )

2

( - )

0

＊（　）内は短時間勤務の再任用職員及びパートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

扶養手当
管理職
手　当

地域手当
時 間 外
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 558 624 635 868

前年度 558 624 625 844

比  較 0 0 10 24

通勤手当 住居手当 期末手当 勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 398 282 2,486 1,979

前年度 383 282 2,349 1,860

比　較 15 0 137 119

本 年 度

前 年 度 9,239 7,525

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分

職　　員　　数 給 与 費
法　定
福利費

合　計

0

0 9,399 7,830 17,229 3,589 20,818

305 465 39 504

16,764 3,550 20,314

手当の内訳

区　分

区　分

0 160比　　較
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２　給料及び手当の増減額の明細

増 減 額
（千円） （千円）

給与の改定率 0.32 %

職員数の状況
本年度 2 人
前年度 2 人

0 千円
48 千円
47 千円
0 千円
0 千円
10 千円
24 千円
15 千円
0 千円
89 千円
72 千円

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

人事異動等
に 伴 う
増 加 分

%平均昇給率 0.58

期末手当

人事異動等
に 伴 う
増 加 分

昇給に伴う
増 加 分

扶養手当

区　分
増減事由別内訳

説　 明 備 考

給　料 160

給与改定に
伴う増加分

給与改定に
伴う増加分

そ の 他 の
増 減 分

昇給に伴う
増 加 分

54

制度改正に
伴う増減分

95

30

76

210

住居手当

管理職手当
地域手当

勤勉手当

支 給 基 準
変更に伴う
増 加 分

時間外勤務手当

445,691

通勤手当

令和６年１月１日
現在

平均給料月額　（円） 370,150

平均給与月額　（円） 446,629

手　当

一　般　職

305

区　　分 一　般　職（円）
国の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 166,600 166,600

大　学　卒 196,200 196,200

平均年齢 （歳） 51.5

令和５年１月１日
現在

平均給料月額　（円）

平均年齢 （歳） 50.5

365,950

平均給与月額　（円）

そ の 他 の
増 減 分

住居手当
期末手当
勤勉手当

区 分
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（３）級別職員数

級

（級別の基準となる職務）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

事務員 主事

技術員 技師

 

３級 1 50.0

１級

２級

４級

区　　　　　　分
一　　　般　　　職

職員数（人） 構成比(%)

令和６年１月１日現在 ５級

６級

1 50.0

７級

８級   

計 2 100.0

令和５年１月１日現在

１級   

２級

３級 1 50.0

主任

４級 1 50.0

５級

計 2 100.0

６級

７級

８級

区　 分

課長級 部長級一　般　職 係長級 主幹
課長

補佐級
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（４）昇給

（５）特殊勤務手当

区      　　　　　分 一　般　職

本
　
　
年
　
　
度

職員数（Ａ）　　　　　　　 　　　 （人） 2

昇給に係る職員数(Ｂ)      　　　　（人） 1

号 給 数 別 内 訳

  ２号給　 （人）

  ４号給　 （人） 1

  ６号給　 （人）

  ８号給　 （人）

比 率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　 （％） 50.0

前
　
　
年
　
　
度

職員数（Ａ）　　　　　　　 　　　 （人） 2

昇給に係る職員数(Ｂ)      　　　　（人） 1

号 給 数 別 内 訳

  ２号給　 （人）

  ４号給　 （人） 1

  ６号給　 （人）

  ８号給　 （人）

比 率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　 （％） 50.0

区      　　　　　分 一　般　職

給料総額に対する比率　　　　　　 　　 （％） -

支給対象職員の比率(令和6年1月1日現在)  (％) -

支給対象職員１人当たり平均支給月額　　（円） -

代表的な特殊勤務手当の名称 -
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（６）期末手当・勤勉手当

支給率計

 ６月（月分）１２月(月分) （月分）

 

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年 ２５年 ３５年

勤続の者 勤続の者 勤続の者

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区      分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

区　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

本 年 度 2.250 2.250 4.50 有

前 年 度 2.200 2.200 4.40 有

定年前早期
退職特例措置
(3%～45%加算)

国の制度 2.250 2.250 4.50 有

国の制度
（支給率等）

定年前早期
退職特例措置
(3%～45%加算)

（８）その他の手当

区　　　分
最高限度 その他の加算

措置等
備 考

支給率等

国の制度との異同

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

一部異なる

差異の内容

　　自転車通勤の者は1,500円加算
　　10km未満の自転車以外の交通用具使用者は
　　300円減額
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債務負担行為に関する調書 

 

事   項 限度額 

前年度末までの支払 

義務発生（見込）額 

当該年度以降の支払 

義 務 発 生 予 定 額 

左 の 財 源 

内 訳 

期 間 金 額 期 間 金 額 
収益的 

収入等 

 

 

病院用地 

借 上 料 

千円 

 

1,645,900 

 

 

平成 23 年度 

から 

令和 5年度 

まで 

千円 

 

617,304 

 

 

令和 6 年度 

から 

令和 23 年度 

まで 

千円 

 

1,028,596 

千円 

 

1,028,596 

病院用地 

借 上 料 

（その２） 

千円 

 

49,594 

 

 

令和元年度 

から 

令和 5年度 

  まで 

千円 

 

10,781 

 

 

令和 6 年度 

から 

令和 23 年度 

まで 

千円 

 

38,813 

千円 

 

38,813 
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(単位:千円)

１

(1) 80,515 80,515

２

(1) 17,645

(2) 273,649

(3) 379,004 670,298

589,783

３

(1) 1

(2) 189,695

(3) 1,871

(4) 393,474

(5) 96,492

(6) 22 681,555

４

(1) 3,914

(2) 4,162 8,076 673,479

83,696

５.

(1) 31,770 31,770

６

(1) 31,862 31,862 △92

83,604

837,770

754,166

そ の 他 医 業 収 益

令和５年度生駒市病院事業予定損益計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

医 業 収 益

負 担 金 交 付 金

医 業 費 用

給 与 費

経 費

減 価 償 却 費

医 業 損 失

医 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

他 会 計 補 助 金

補 助 金

過年度損益修正益

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

医 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

特 別 損 失

過年度損益修正損
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（単位：千円）　

１

イ 4,933,199

△1,367,211 3,565,988

ロ 3,653,616

△2,014,619 1,638,997

ハ 7,989

△6,333 1,656

5,206,641

イ 3,915

3,915

5,210,556

２

64,116

3,829

67,945

5,278,501

建 物

減価償 却 累 計額

建 物 附 属 設 備

減価償 却 累 計額

工具器具及び備品

令和５年度生駒市病院事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

減価償 却 累 計額

無 形 固 定 資 産 合 計

水道施 設 利 用権

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

71,799

イ 建設改良費等の財源に 3,797,324

充てるための長期借入金

ロ 152,209

3,949,533

4,021,332

４

657,609

12,166

1,680

200

671,655

５

1,981,442

長期前受金収益化累計額 △841,762

1,139,680

5,832,667

６

200,000

200,000

７

イ 当年度未処理欠損金 754,166

△754,166

△754,166

△554,166

5,278,501

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

(1) 企 業 債

(2) 他 会 計 借 入 金

その他長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計

(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(2) 未 払 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

(2)

繰 延 収 益 合 計

(3) 引 当 金

(4) そ の 他 流 動 負 債

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

(1) 資 本 金

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

(1) 利 益 剰 余 金

剰 余 金
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（単位：千円）　

１

イ 4,933,199

△1,522,608 3,410,591

ロ 3,653,616

△2,213,969 1,439,647

ハ 7,989

△7,021 968

4,851,206

イ 3,278

3,278

4,854,484

２

58,085

5,949

64,034

4,918,518

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

水道施設 利 用権

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

減価償 却 累 計額

建 物

減価償 却 累 計額

建 物 附 属 設 備

減価償 却 累 計額

工具器具及び備品

令和６年度生駒市病院事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産
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３

12,567

イ 建設改良費等の財源に 3,952,324

充てるための長期借入金

ロ 152,286

4,104,610

4,117,177

４

59,232

12,940

1,768

200

74,140

５

2,133,667

長期前受金収益化累計額 △931,131

1,202,536

5,393,853

６

200,000

200,000

７

イ 当年度未処理欠損金 675,335

△675,335

△675,335

△475,335

4,918,518

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

(1) 利 益 剰 余 金

剰 余 金

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

(1) 資 本 金

資 本 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

(2)

繰 延 収 益 合 計

(3) 引 当 金

(4) そ の 他 流 動 負 債

(2) 未 払 金

(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(2) 他 会 計 借 入 金

その他長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

(1) 企 業 債
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注記

Ⅰ 重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ２９年

建物附属設備 ６～１７年

工具器具及び備品 ５～１０年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 １５年

２ 引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

「生駒市職員退職給与基金の設置、管理及び処分に関する条例」に基づく退職給与基金積立

負担金を除き、追加的負担が生じないため、計上していない。

（２） 賞与引当金及び法定福利費引当金

翌年度６月の期末手当、勤勉手当及び法定福利費の支払に備えるため、当年度の負担に属

する額を計上している。

Ⅱ 予定貸借対照表関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償

還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１７６,５２５千円であ

る。 

２ 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

当年度において、前年度の負担に属する期末手当、勤勉手当及び法定福利費を支給するため、 

賞与引当金及び法定福利費引当金を取り崩している。
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